様式第４号
誓約書兼照会承諾書
令和　　年　　月　　日

川棚町長　波　戸　勇　則　様
(申請者)

法人等名

所 在 地

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　印
川棚町有財産移譲候補者（川棚大崎温泉しおさいの湯）の募集に係る公募型プロポーザルの参加に係る参加申込書及び添付書類の全ての記載事項について事実と相違ないこと、及び下記に示す申請者として必要な全ての資格要件を有していることを誓約します。また、役員の氏名・住所等一覧表（様式第４号）に記載した者が川棚町暴力団排除条例第2条第2号に規定する暴力団関係者ではないことを、川棚警察署に照会することについて承諾します。
記
１．事業期間開始日までに施設運営必要な資格を取得及び資格を有する人員を配置することができる。

２．地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当しないものであること。
３．参加申込書提出時において、川棚町物品調達等入札参加資格審査要綱（令和2年要綱第50号）及び川棚町工事請負契約等に係る入札参加資格者指名停止の措置要領（平成2年要領第2号）に基づく指名停止の措置を受けていないこと。

４．会社更生法（平成14年法律第154号）の規定に基づく更正手続開始の申立て、又は民事再生法（平成11年法律第225号）の規定に基づく再生手続開始の申立ての事実がないもの。

５．国税及び川棚町税について滞納がないこと（法人においては法人及び代表者。法人以外の団体においては団体の代表者。）

６．法人等の役員に破産者、法律行為を行う能力を有しない者、又は現に禁錮以上の刑に処せられている者がいないこと。

７．上記のほか、法人等の役員等（取締役、執行役、理事、代表者その他いかなる名称を有するものであるかを問わず、法人等の経営を行う役職にある者及び経営に事実上参加している者をいう。）が、次の事項のいずれにも該当しない。
①暴力団員（暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成3年法律第77号。以下「暴力団対策法）」という。）第2条第6号に規定する暴力団員をいう。以下、同じ。）である。

②暴力団員であることを知りながら当該暴力団員を雇用し、又は使用している。

③契約の相手方が暴力団員であることを知りながら当該暴力団員と商取引に係る契約を締結している。

④暴力団（暴力団対策法第2条第2号に規定する暴力団をいう。以下、同じ。）又は暴力団員に対して経済上の利益又は便益を供与している。

⑤暴力団又は暴力団員と社会的に非難される関係を有している。
